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図2.15 スペクトル分析結果（2）（波浮、横浜港湾空港技術調査事務所提供） 

 

２） 真鶴港潮位偏差の算出 

真鶴の30秒間隔のデータより、周期解析を実施した。400～500秒の周期帯の変動が顕著

であったので600秒の移動平均を行い1時間後毎のデータを作成した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.16 スペクトル解析結果 

 

天文潮は、「日本沿岸潮汐調和定数表」（平成4年2月）の真鶴の調和定数を用い、該当期

間の潮位推算値を作成した。 

天文潮と実測潮位の差を求め集計した結果、該当期間の潮位偏差は最大75cmとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.17 推算潮位と観測潮位 
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３） 極値統計 

台風9号通過時に発生した波浮における最大波高の記録の確率評価を行う。 

 

評価対象 

最大有義波高：8.31(m) 

  有義周期：10.4(s) 

 

① 波高の評価（全波向） 

波浮の年最大波を極値として確率波高の算出を行う。統計資料は、Nowphasの統計資料か

ら年最大波を抽出し、極値資料とした。 

 

極値統計条件 

・ 極値資料：年最大波（波浮） 

・ 統計期間：1973～2005年（33年間） 

 

極値統計結果 

・ 最適極値分布関数：ワイブル（k=2.0） 

・ 再現統計量：以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.18 再現統計量（全波向） 

 

全波向を対象とした極値資料を用いた解析では、今回の台風9号の波高規模は再現確率18

年程度となる。しかし、現地調査の結果明らかとなった西向の沿岸漂砂の卓越のように波

向が今回の被災に関係していると考えられることから、波向別の集計と極値統計を行う。 

 

② 波高の評価（SSE） 

波浮で観測された最大有義波高の波向はSSEより、SSE方向の極値資料を用いて確率波高

の算出を行う。 

 

極値統計条件 

・ 極値資料：年最大波（波浮、SSE） 

・ 統計期間：1992～2005年（14年間）※1992年以前の波向別資料が未公表のため。 

 

極値統計結果 

・ 最適極値分布関数：ワイブル（k=2.0） 

・ 再現統計量：以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.19 再現統計量（SSE） 

 

SSE方向の波高規模では、今回の台風9号の波高規模は再現確率300年以上となる。 

 

従って、SSE方向から既往最大波相当の波が来襲することは稀であり、今回の被災波浪の

特徴といえる。 
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２－５ 漂砂環境の整理 

（１） 票砂環境の概要 

本編 資料-3 参照。 

 

（２） 長期的な砂浜の侵食 

本編 資料-3 参照。 

 

（３） 汀線変化解析 

本編 資料-3 参照。 

 

（４） 既往土砂収支検討事例（参考） 

神奈川県は、総合土砂管理の考え方に根ざした整備調査を進めており、西湘海岸において

は、京浜河川事務所および神奈川県がその土砂収支について検討を行っている。既往の土砂

検討結果の事例を図2.20に示す。 

 

これによると、被災区間に位置する二宮漁港～葛川間は、年間1.6万m3のマイナスとなっ

ており、侵食傾向と評価されている。西湘海岸の侵食の原因の一つである沖への損失量につ

いては評価されてなく、課題を残している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（資料：平成18年度 海岸高潮対策工事（県単）当初４号その１（相模湾沿岸漂砂地域別調査）報告書、神

奈川県） 

図2.20 土砂収支検討例 

 

 

 

 

 

被災区間 
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２－６ 擁壁背後の土砂の流出と擁壁の安定性の低下 

 

（１） 越波流量 

波浪変形計算により算定した換算沖波（表2.3 ケース4）を用いて、被災時の越波流量を

算出した結果、被災越波流量には達しなかった。これより、越波のみによっては、背後の被

覆等は被災しなかったと考えられる。 

 

１） 検討条件 

換算沖波波高H0’： 7.33（m） 

換算沖波周期T0’： 14.2（s） 

設置水深：  T.P.+0.0（m）（被災時想定：被災後の横断測量結果より設定） 

被災限界越波流量： 0.2（m3/m・s）（表2.5参照） 

潮位条件：  T.P.+1.27(m)（被災時：湘南港最大潮位） 

 

表2.5 護岸被災限界の越波流量 

 

 

 

 

 

 

（出典：海岸保全施設の技術上の基準・同解説、平成16年6月、海岸保全施設技術研究会編） 

 

２） 検討結果 

検討結果を表2.6、図2.21に示す。 

 

表2.6 越波流量算定結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.21 越波流量算出図表読み取り結果 

項目 設置水深 天端高 潮位 越波流量 被災限界越波流量 判定 備考
単位 T.P+m T.P+m T.P+m m3/m・s m3/m・s - -

ケース１ 0.00 9.50 1.27 0.02 0.20 SAFE 天端高：道路高

ケース２ 0.00 8.35 1.27 0.04 0.20 SAFE 天端高：擁壁高
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（２） パイピングの検討 

被災発生時は上げ潮であり、擁壁及び止水矢板背後の残留水位と前面水位の差は小さいと

考えられることから、通常の考え方ではパイピングは発生しないと考えられる。 

しかし、侵食時に周期の長い水面変動による引き波時や、越波や降雨により道路内水位が

前面水位と比べて1m近く高くなった場合は、内外水位差によりパイピングが発生した恐れが

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１） 検討条件 

潮位条件： T.P.+1.27（m）（湘南港実測値、被災時上げ潮） 

地盤条件： 細砂（クリープCc=7.0） 

基礎地盤高： T.P.+0.0（m）（被災時、被災後の横断測量結果より設定） 

 

 

 

ここで、以下の５つのケースを設定した。 

ケース１： 通常の潮汐によりできる水頭差の検討（被災時） 

ケース２： 周期の長い水位変動で0.5m程度の水位差が発生したと仮定したケース 

ケース３～５： 雨及び越波により道路内の水位が上昇して前面水位と水頭差ができたと

仮定したケース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.22 パイピング検討モデル 

 

２） 検討結果 

検討結果を表2.7に示す。 

道路内水位を確認する方法はないため、検討結果の評価は難しい。しかし、前面地盤の

低下により、被災時は通常よりもパイピングが発生しやすい条件になっていたと言える。 

 

表2.7 パイピング検討結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Cc 評価

－ －

1 － SAFE

2 5.0 OUT

3 8.3 SAFE

4 4.2 OUT

5 2.6 OUT

上潮時，水頭差なし

長周期の水位変動で
0.5m程度の水位差が出
来たと仮定した場合。

ケース

1.10 0.60 0.5 1.66

1.27 1.27 0 -

前面水位：　被災時実測
高潮位
道路内水位：　雨及び越
波により上昇したと仮定

－
備　考

4.00 1.27 2.73 7.20

3.00 1.27 1.73 7.20

2.00 1.27 0.73 6.03

T.P.+m T.P.+m m m
残留水位 前面水位 水頭差 浸透路長

T.P.+4.00m
T.P.+3.00m

T.P.+2.00m
T.P.+1.27m

H18.3測量

H19.9測量被災時地盤 

 道路内水位 
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（３） 作用波圧の検討 

被災時、既存擁壁基部は侵食され、深くなっていたと考えられる。ここでは、合田の波圧

式を用いて既存擁壁の断面照査を行う。 

 

１） 波圧の算定 

直立壁に作用する重複波及び砕波の波力（海岸保全施設の技術上の基準、p2-44参照） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.23 波圧モデル図 

 

２） 断面照査 

① 検討条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.24 断面照査モデル図 

 

・受働土圧 

表2.8 受働土圧等の算定結果 

照査箇所 Pp(kN/m) Mp(kNm/m) 

+7.44m地点 51.3 18.13 

+6.44m地点 193.8 133.1 

 

② 検討結果 

表2.9より、波圧等では破損しないと考えられる。 

 

表2.9 既存擁壁の曲げモーメントに対する断面照査結果 

照査箇所 Σc=M/Z σca 判定 

+7.44m地点 -0.02 0.23 O.K. 

+6.44m地点 -0.1 0.23 O.K. 

 

 

砕波帯内の波高算定図表より 

波浪緒元の設定

波の主方向： SSE
法線の方向： ENE

波の主方向に対してほぼ15°以内に収まると考えられることから、
β=0°とする。

換算沖波波浪

H0'= 7.33 (m)
T0'= 14.2 (m)

設置水深の確認： 1/2換算沖波波高は、 3.67 mより設置水深1.27より深い
そこで、波高を求める水深は、次のようにする。
設置水深（T.P.+0.0m-->>3.67）の進行波は、

有義波高： 3.5 (m) （次頁参照）

最大波高： 4.78 (m) （次頁参照）

進行波の波長： 84.1 (m) 繰り返し計算より

結果図

p1= (kN/m2)

η*= 7.17 (m)

hc
8.23

d
1.27 h'

h 1.27
1.27

pu
(kN/m2)

p2 = (kN/m2)

p3 = (kN/m2)

93.21

92.79

92.79

67.27

・波圧

92.79kN/m2

93.21kN/m2

13.0kN/m2

26.0kN/m2

波圧

被災時想定地盤
T.P.+0.0m

H18.3測量地盤

被災時潮位 T.P.+1.27m

T.P.+8.5mT.P.+8.44m
T.P.+7.44m
T.P.+6.44m

1.06m
2.06m
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（４） 被災時堤体安定性の試算 

資料-3の「擁壁倒壊のメカニズム」を基に、被災状況を静的安定の観点から、 

①前面海浜が3ｍ洗掘され（受働抵抗なし）、近隣で観測された潮位（T.P.+1.27m）の場合

における堤体の静的安定計算（滑動及び転倒）を試みる。なお、所要安全率は、被災する極

限の状態と考え、滑動F≧1.0と仮定した。検討結果を以下に示す。 

 

表2.10 滑動及び転倒に対する検討結果（その1） 

 

 

 

① の結果より、滑動の安全率や転倒は許容値を満足している。次に、越波や降雨を考慮

し、②（③）内水位を上昇させた場合の堤体の静的安定計算を実施する。検討結果を以下

に示す。 

表2.11 滑動及び転倒に対する検討結果（その2） 

 

②の結果より、内水位がT.P.+6.5m（観測潮位+約5.2m）に上昇した場合でも、滑動の安全

率や転倒は許容値を満足していることから、内水位が5m程度上昇したとしても、堤体の安定

性は確保されていたと考えられる。また、③の結果より、仮に内水位が道路高さ（T.P.+10.5m）

まで上昇していたとすると、転倒の許容値は満足していないが、滑動の安全率は満足してい

る。 

 

ここで、T.P.+10.5mまで内水位が上昇することは現実的でないことや、滑動や転倒の安定

計算では構造物下端高（T.P.+2.5m）で検討するため、計算上の前浜の地盤高はT.P.+2.5m

であることから、滑動や転倒のみの現象で被災したとは考えにくい。 

 

そこで、支持力に着目すると、被災後の前浜は3m程度洗掘され、地盤面(T.P.+1.5～2.0m

程度)は擁壁底面(T.P.+2.5m程度)より低下したことから、堤体の基礎地盤も洗掘の影響を受

け支持力が低下したものと考える。この条件下で、①前面海浜が3ｍ洗掘され（受働抵抗な

し）、近隣で観測された潮位（T.P.+1.27m）の場合における地盤反力189.4kN/m2が基礎地盤

に作用し、堤体の安定性が低下したと考えられる。 

 

 

以上から、堤体直前の地盤が著しく侵食されたことにより、擁壁の基礎地盤の支持力が低

下したことが、擁壁崩壊の直接的な原因と考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.25 検討条件図 

安全率 判定 B/6 ｜e｜ 判定 外水位高 内水位高

② 1.207 SAFE 0.5 0.493 SAFE T.P.+ 1.27 m T.P.+ 6.5 m
③ 1.066 SAFE 0.5 0.941 OUT T.P.+ 1.27 m T.P.+ 10.5 m

備考滑動（常時 F>1.0） 転倒（常時 B/6>｜e｜）前浜
洗掘

T.P.+2.0m

T.P.+8.5m

内水位　　T.P.+1.27～T.P.+10.5m

μ=0.7（tan35°）

T.P.+1.27m

安全率 判定 B/6 ｜e｜ 判定 外水位高 内水位高

① 1.410 SAFE 0.5 0.389 SAFE T.P.+ 1.27 m T.P.+ 1.27 m

備考滑動（常時 F>1.0） 転倒（常時 B/6>｜e｜）前浜
洗掘
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３．参考資料３：被災事例 

 

３－１ 昭和54年台風20号、昭和57年台風10号 

当地区は、昭和54年の台風20号及び昭和57年の台風10号による被災（道路本体の吸い出し

による擁壁の転倒、7KP付近）及び緊急対策（擁壁補強及び7.0KP～7.5KPの前面消波ブロッ

クと捨て石による根固工）を契機に測線間隔約40mの密な測量を行っている。 

 

３－２ 平成9年台風20号 

台風20号は、1997年9月18日、19日に来襲した。その進路を図3.1に示す。 

 

台風20号は伊豆諸島を通過後、房総半島沖を通過した。科学技術省防災科学技術研究所の平

塚沖観測塔での波浪観測によれば、台風19号来襲時の最大有義波高は約2mであったが、台風20

号では有義波高4.6mもの高波浪が来襲した。したがって、侵食の主な原因となった波浪は台風

20号によるものと考えられる。そこで図3.2には台風20号来襲時の気象・海象データをまとめ

て示す。9月19日には有義波高4.6mで、周期が約15秒という非常に周期の長い波浪が来襲した。

前報で記述した台風7号の場合には湘南海岸も台風内に入ったために、気圧低下に伴う海水面

の上昇があったが、台風20号の場合には図3.1に示したように、台風は房総半島沖を通過した

ために、気圧低下に伴う水面上昇は小さい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.1 台風経路図 

（出典：なぎさを歩く，神奈川県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.2 台風20号時の気象・海象条件（出典：なぎさを歩く、神奈川県） 

 

台風20号通過時には、茅ヶ崎海岸のみならず、相模湾西部の西湘海岸全域で暴浪が作用し、

多くの場所で災害が発生した。そこで以下では、台風20号の来襲時及び来襲後の西湘海岸の状

況について、現地状況写真をまとめることとした。図3.3には、写真撮影地点を示すが、説明

の順序は東側から西側とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図3.3 写真撮影箇所（次頁参照）（出典：なぎさを歩く、神奈川県） 
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写真3.1 被害の様子（出典：なぎさを歩く P31～33、神奈川県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真3.2 被害の様子（出典：なぎさを歩く P31～33、神奈川県） 


